
四半期報告書 

（第41期第３四半期） 

自 平成24年10月１日 

至 平成24年12月31日 



目       次 

  頁

表 紙 …………………………………………………………………………………………………………………………… １ 

    

第一部 企業情報 ……………………………………………………………………………………………………………… ２ 

第１ 企業の概況 …………………………………………………………………………………………………………… ２ 

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… ２ 

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… ２ 

第２ 事業の状況 …………………………………………………………………………………………………………… ３ 

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… ３ 

２ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… ３ 

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………………………… ３ 

第３ 提出会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………… ８ 

１ 株式等の状況 ……………………………………………………………………………………………………… ８ 

(1) 株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… ８ 

(2) 新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… ８ 

(3) 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… ８ 

(4) ライツプランの内容 …………………………………………………………………………………………… ８ 

(5) 発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… ８ 

(6) 大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… ８ 

(7) 議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… ９ 

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… ９ 

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 10 

１ 四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………… 11 

(1) 四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 11 

(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 13 

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 13 

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 14 

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… 15 

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 19 

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 20 

    

［四半期レビュー報告書］  



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年２月14日 

【四半期会計期間】 第41期第３四半期（自 平成24年10月１日 至 平成24年12月31日） 

【会社名】 株式会社ＤＴＳ 

【英訳名】 ＤＴＳ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  西田 公一 

【本店の所在の場所】 東京都港区新橋六丁目19番13号 

【電話番号】 ０３―３４３７―５４８８（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  春木 健男 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区新橋六丁目19番13号 

【電話番号】 ０３―３４３７―５４８８（代表） 

【事務連絡者氏名】 経理部長  春木 健男 

【縦覧に供する場所】 
株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

- 1 -



  

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第40期第３四半期連結累計期間および第40期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

また、第41期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期 

第３四半期 
連結累計期間 

第41期 
第３四半期 

連結累計期間 
第40期 

会計期間 
自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日 

自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日 

売上高（千円）  41,588,506  44,144,718  57,385,172

経常利益（千円）  1,745,388  2,687,877  3,069,453

四半期（当期）純利益（千円）  592,578  1,455,610  1,555,606

四半期包括利益又は包括利益（千円）  527,896  1,651,328  1,613,123

純資産額（千円）  30,594,181  32,585,547  31,679,389

総資産額（千円）  39,975,137  41,741,724  42,065,679

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 
 24.92  61.22  65.43

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  72.9  74.4  71.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,024,278  2,077,713  4,139,537

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △707,096  141,008  △1,249,846

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,282,801  △852,657  △1,299,470

現金及び現金同等物の四半期末（期末） 

残高（千円） 
 11,284,994  14,206,898  12,840,833

回次 
第40期 

第３四半期 
連結会計期間 

第41期 
第３四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成23年10月１日 
至 平成23年12月31日 

自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  3.48  23.18

２【事業の内容】

- 2 -



 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要などを背景に国内需要が堅調に推移

し緩やかな回復基調にありましたが、海外経済の減速の影響により生産や輸出が減少し、製造業を中心に設備投資

に対し慎重な姿勢が見られるなど、厳しい状況で推移いたしました。情報サービス産業においては、システム更改

やインフラ最適化の需要が高まるなど徐々に回復基調で推移していますが、多様化する顧客ニーズへの対応力やコ

ストパフォーマンスに対する要求水準は高まっており、いかに顧客企業の潜在的なニーズを捉え、実現していくか

が求められています。 

 このような状況下にあって当社グループは、平成22年４月にスタートした３カ年中期総合計画『バリュー・ソリ

ューション・プロバイダー』に基づき、受託型ビジネスからソリューション・サービス提供型ビジネスへの変革、

新規ビジネスの創出、グローバル展開に向けたビジネス基盤の確立などに注力してまいりました。その成果の一端

として、10月には、日立製作所と共同開発したビッグデータを超高速かつ手軽に分析できる「DaTa SuperExpress」

が「ITpro EXPO AWARD2012」で大賞を受賞いたしました。またグローバル展開についても、前期のニューヨークへ

の現地法人設立に続き、今期は製造業向けにタイ市場の開拓を進めるなど、東南アジアを中心にさらなる拡大を進

めております。 

 当社は、８月25日に創立40周年を迎え、次の10年に向けた指針として「ＤＴＳ ＷＡＹ」を策定いたしました。

「新たな価値を創り出す ＭＡＤＥ ＢＹ ＤＴＳ」を新経営ビジョンに掲げ、今後も時代環境の変化に迅速に対

応し、付加価値の高いサービスを提供できるよう努めてまいります。 

  

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の連結経営成績は次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  （単位：百万円）

  

  
連結 

  
  

  個別（参考） 
  

  対前年同期増減率   対前年同期増減率 

売上高  44,144 ％ 6.1  26,092 ％ 3.8

営業利益  2,604 ％ 56.2  2,119 ％ 25.9

経常利益  2,687 ％ 54.0  2,260 ％ 22.5

四半期純利益  1,455 ％ 145.6  1,405 ％ 42.5
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＜売上高の内訳＞ 

  

売上高は441億44百万円（前年同期比6.1％増）となりました。生命保険、証券、信託銀行などの金融業を中心に

システム開発が好調に推移したことに加え、建設不動産業における運用の新規案件や、データセンター事業者への

機器販売が好調だったことにより、情報サービス事業は増加いたしました。一方で、主力顧客における派遣契約の

縮小などにより、人材サービス事業は減少いたしました。 

売上原価は375億６百万円（前年同期比5.3％増）となり、売上総利益は66億38百万円（前年同期比11.0％増）と

なりました。売上総利益の増加は、売上高の増加に加え、不採算案件の減少や稼働率の向上、プロジェクト原価率

の改善によるものであります。 

販売費及び一般管理費は、経営インフラの強化やグループ総合力の強化などに対し戦略的な支出を実施しました

が、各種費用の節減などにより、40億34百万円（前年同期比6.5％減）となりました。 

この結果、営業利益は26億４百万円（前年同期比56.2％増）、経常利益は26億87百万円（前年同期比54.0％

増）、四半期純利益は14億55百万円（前年同期比145.6％増）となりました。 

  

  （単位：百万円）

  連結 
  

個別（参考） 
  

対前年同期増減率 対前年同期増減率

情報サービス 

システム 

エンジニアリングサービス 
 27,001 ％ 6.0  17,868 ％ 2.5

オペレーション 

エンジニアリングサービス 
 10,326 ％ 9.1  7,920 ％ 6.0

プロダクトサービス・その他  3,543 ％ 11.6  303 ％ 29.2

小計  40,871 ％ 7.2  26,092 ％ 3.8

人材サービス 

人材派遣・その他  3,273 ％ △5.5  －  －

小計  3,273 ％ △5.5  － －

合計  44,144 ％ 6.1  26,092 ％ 3.8
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 各事業における営業概況は次のとおりであります。 

  

情報サービス事業 

［システムエンジニアリングサービス］ 

 金融業において生命保険、証券、信託銀行のシステム開発案件およびＡＭＯ案件（注１）が好調に推移し、また

卸小売業において専門店、コンビニエンスストア、百貨店のシステム開発案件およびＥＲＰ案件（注２）が拡大し

たため、システムエンジニアリングサービス売上高は増加いたしました。 

  

（注１）ＡＭＯ（アプリケーション・マネジメント・アウトソーシング）：企業などがＩＴ投資最適化を図る 

ために自社システムの維持・管理・保守業務を専門業者に外部委託すること。   

  

（注２）ＥＲＰ（エンタープライズ・リソース・プランニング）：企業全体を経営資源の有効活用の観点から 

統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法・概念、およびこれを実現するＩＴシステムやソフト 

ウェアのこと。  

  

［オペレーションエンジニアリングサービス］ 

 建設不動産業の新規案件や、サービス業の運用案件が好調に推移したため、オペレーションエンジニアリングサ

ービス売上高は増加いたしました。 

  

［プロダクトサービス・その他］ 

 データセンター事業者へのサーバーを中心とした機器販売が好調に推移したため、プロダクトサービス・その他

売上高は大幅に増加いたしました。 

    

人材サービス事業 

［人材派遣・その他］ 

一部の主力顧客において内製化に伴う派遣契約の縮小や、地上デジタル化に伴う業務の大幅縮小などの影響によ

り、人材派遣・その他売上高は減少いたしました。 

  

(2) 財政状態の状況 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は417億41百万円となりました。現金及び預金が10億66百万円、仕掛品が

７億34百万円それぞれ増加いたしましたが、受取手形及び売掛金が10億85百万円、有価証券が３億円それぞれ減少

したことなどにより、前連結会計年度末に比べ総資産が３億23百万円減少いたしました。 

 負債は91億56百万円となりました。買掛金が４億43百万円増加いたしましたが、賞与引当金が10億67百万円、未

払法人税等が２億42百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ負債が12億30百万円減少い

たしました。 

 純資産は325億85百万円となりました。剰余金の配当により７億13百万円減少いたしましたが、四半期純利益に

よる増加14億55百万円などにより、前連結会計年度末に比べ純資産が９億６百万円増加いたしました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末の残

高である128億40百万円に比べ13億66百万円増加し、142億６百万円となりました。 

  当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況についての前年同期との比較は次のとおりであ

ります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは20億77百万円となりました。売上債権の減少額が10億62百万円減少したこ

となどの資金減少要因がありましたが、税金等調整前四半期純利益の増加10億４百万円、仕入債務の増減額が減少

から増加に転じたことにより７億60百万円、たな卸資産の増加額が４億21百万円減少したことなどの資金増加要因

により、前年同期に比べ得られた資金が53百万円増加いたしました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは１億41百万円となりました。定期預金の預入による支出が５億99百万円減

少し、有価証券の償還による収入が３億円発生したことなどにより、前年同期に比べ得られた資金が８億48百万円

増加いたしました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは△８億52百万円となりました。短期借入金の減少額が３億９百万円減少

し、配当金の支払額が１億16百万円減少したことなどにより、前年同期に比べ使用した資金が４億30百万円減少い

たしました。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

［当社グループの対処すべき課題］ 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

［株式会社の支配に関する基本方針］ 

 当社は、会社の支配に関する基本方針として、「当社の企業価値および株主共同の利益向上に関する対応方針」

（以下「本対応方針」といいます）を導入しております。本対応方針の内容の概要は次のとおりであります。 

  

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要 

 当社は、持続的成長と企業価値向上を確固なものとするため、創業以来、マルチベンダーおよびマルチユーザ

ーの立場を継続し、プライム・ＳＩ案件の受注拡大を図るための各種施策を講じるとともに、資本・業務提携に

よるグループ企業の拡大、さらにオフショアの有効活用によるグローバル化への対応など経営環境に応じた施策

を意欲的に推し進めることにより、業界のリーディングカンパニーとしての成長を目指しております。 

 これに対して、国際的競争時代における企業文化の変容、企業買収に関わる法制度の変化等を踏まえると、今

後、会社の取締役会の同意を得ない経営権獲得が増加することが予想され、当社においてもその可能性は否定で

きません。 

 もとより、当社はこのような企業買収であっても株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定す

るものではありません。 

 しかし、企業買収には、当社に対する買収行為等を行おうとする者（以下「行為者」といいます）が自己の利

益のみを目的とするもの、会社の企業価値を毀損することが明白であるもの等、不適切なものがあることも否定

できません。 

 こうした不適切な企業買収に何らの対応策も講じないまま企業経営を行う場合、目先の株価維持・上昇を目的

とした経営判断も求められかねず、中長期的な企業価値向上に取組むことが困難な経営環境を招く可能性もあり

ます。 

 当社は、当社の中長期的経営への取組みを不当に阻害し、企業価値を毀損するような買収行為または大量買付

行為に対しては、適切な対応策を講じることが、当社の企業価値および株主共同の利益の向上のための経営の責

務であると考えております。 

  

② 不適切な支配の防止のための取組みの内容の概要 

 当社は、行為者に対し、一定の手続きに従って当社株式の買付け等を実施することを求め、当該買付け等につ

いての検討のための情報および株主や投資家の皆様の検討のための十分な時間等を確保いたします。 

 この要請を無視する買付けや当社の企業価値を毀損することが明らかな買付けその他一定の要件に該当する買

付けが行われる場合には、当該行為者等による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権を、基

準日現在の株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当てる（当社の保有する当社普通株式へ

の割当てを除きます）ものといたします。 

 これらの要件に該当するか否かの判断は、第三者委員会で行います。取締役会は、第三者委員会が必要な措置

の発動を勧告した場合、または当社株主総会において必要な措置の発動が承認された場合に限り、必要な措置の

発動を決定することができるものとし、第三者委員会の助言または勧告を最大限尊重するものといたします。 
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③ 上記②の取組みについての取締役会の判断 

 当社取締役会は、次の(イ)および(ロ)の理由から、上記②の取組みが、上記①の基本方針に沿うものであり、

当社の企業価値および株主共同の利益の向上に資するもので、当社役員の地位の維持を目的とするものではない

と考えております。 

(イ) 本対応方針の有効期間は、定時株主総会の終結の時から次の定時株主総会の終結の時までの約１年間とし

ており、かつ、その有効期間内であっても、当社株主総会の決議または当社取締役会の決議により、これを

見直しまたは廃止することを可能としております。したがいまして、上記①の基本方針およびこれに従って

導入された上記②の取組みは、株主の皆様の意向が十分に反映される設計としております。 

  

(ロ) 本対応方針における必要な措置の発動の是非の実質的な判断は、当社取締役会から独立し、かつ当社に対

して善管注意義務を負う者のみから構成される第三者委員会が、基本方針に沿った合理的・客観的要件に基

づき、中立かつ公正の観点から行うこととしております。 

  

(5) 研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、１百万円であります。 

  なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載しておりません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  100,000,000

計  100,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
（平成24年12月31日） 

提出日現在 
発行数(株) 

（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  25,222,266  25,222,266
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株  

計  25,222,266  25,222,266 － － 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
 

（千円） 

資本金残高 
 

（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成24年10月１日～ 

平成24年12月31日 
 －  25,222,266  －  6,113,000  －  6,190,917

(6) 【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

①【発行済株式】 

（注) 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄に 株、議決権の数の欄に 個、それぞれ証券保管振替機構

名義の株式および議決権が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

該当事項はありません。  

  

(7) 【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

 普通株式   1,446,900
－ － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  23,756,300  237,563 － 

単元未満株式  普通株式     19,066 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数  25,222,266 － － 

総株主の議決権 －  237,563 － 

13,400 134

  平成24年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

株式会社ＤＴＳ 
東京都港区新橋 

六丁目19番13号 
 1,446,900  －  1,446,900  5.73

計 －  1,446,900  －  1,446,900  5.73

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,615,833 14,681,910

受取手形及び売掛金 8,717,076 7,631,483

有価証券 300,402 －

商品 211,962 370,723

仕掛品 664,002 1,398,328

貯蔵品 10,834 8,088

その他 2,471,437 2,074,459

貸倒引当金 △14,976 △15,000

流動資産合計 25,976,573 26,149,994

固定資産   

有形固定資産   

土地 6,422,365 6,422,365

その他（純額） 2,566,072 2,504,078

有形固定資産合計 8,988,437 8,926,443

無形固定資産   

のれん 1,842,513 1,567,195

その他 1,802,010 1,339,163

無形固定資産合計 3,644,524 2,906,359

投資その他の資産   

その他 3,656,005 3,758,926

貸倒引当金 △199,860 －

投資その他の資産合計 3,456,144 3,758,926

固定資産合計 16,089,106 15,591,729

資産合計 42,065,679 41,741,724

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,168,156 2,612,144

短期借入金 33,060 32,630

1年内償還予定の社債 120,000 110,000

未払法人税等 906,338 663,777

賞与引当金 2,214,885 1,147,393

役員賞与引当金 62,100 46,423

受注損失引当金 122,529 133,166

その他 3,892,482 3,660,541

流動負債合計 9,519,552 8,406,076

固定負債   

社債 100,000 －

退職給付引当金 435,342 464,351

役員退職慰労引当金 98,394 62,770

その他 233,001 222,977

固定負債合計 866,738 750,099

負債合計 10,386,290 9,156,176
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,113,000 6,113,000

資本剰余金 6,190,917 6,190,917

利益剰余金 19,478,665 20,221,014

自己株式 △1,493,615 △1,493,615

株主資本合計 30,288,967 31,031,316

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △101,607 18,060

その他の包括利益累計額合計 △101,607 18,060

少数株主持分 1,492,028 1,536,170

純資産合計 31,679,389 32,585,547

負債純資産合計 42,065,679 41,741,724
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

売上高 41,588,506 44,144,718

売上原価 35,605,858 37,506,422

売上総利益 5,982,648 6,638,296

販売費及び一般管理費 4,315,205 4,034,244

営業利益 1,667,443 2,604,051

営業外収益   

受取利息 10,618 7,066

受取配当金 32,686 28,911

保険解約返戻金 326 21,590

助成金収入 15,365 6,150

その他 24,905 23,571

営業外収益合計 83,902 87,290

営業外費用   

支払利息 3,618 1,352

為替差損 772 736

支払手数料 987 1,180

その他 579 196

営業外費用合計 5,957 3,465

経常利益 1,745,388 2,687,877

特別利益   

固定資産売却益 4,651 －

投資有価証券売却益 － 7,550

その他 374 －

特別利益合計 5,025 7,550

特別損失   

固定資産売却損 1,072 －

固定資産除却損 5,819 5,580

ゴルフ会員権評価損 － 4,950

事務所移転費用引当金繰入額 41,018 －

特別退職金 14,534 －

再就職支援費用 4,500 －

その他 3,000 297

特別損失合計 69,945 10,828

税金等調整前四半期純利益 1,680,469 2,684,598

法人税等 1,050,173 1,152,484

少数株主損益調整前四半期純利益 630,295 1,532,114

少数株主利益 37,716 76,504

四半期純利益 592,578 1,455,610
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 630,295 1,532,114

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △102,398 119,214

その他の包括利益合計 △102,398 119,214

四半期包括利益 527,896 1,651,328

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 490,460 1,575,278

少数株主に係る四半期包括利益 37,436 76,050
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,680,469 2,684,598

減価償却費 1,053,762 904,915

のれん償却額 324,523 275,318

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,008,295 △1,067,492

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,257 △15,676

受注損失引当金の増減額（△は減少） 262,973 10,636

事務所移転費用引当金の増減額（△は減少） 20,525 －

損害賠償損失引当金の増減額（△は減少） 3,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △73,081 29,009

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,994 △35,624

売上債権の増減額（△は増加） 2,147,635 1,085,593

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,311,463 △890,340

仕入債務の増減額（△は減少） △316,215 443,988

その他 754,151 △106,444

小計 3,538,719 3,318,481

利息及び配当金の受取額 44,606 38,587

利息の支払額 △4,305 △1,766

法人税等の支払額 △1,554,742 △1,277,588

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,024,278 2,077,713

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △775,000 △175,012

定期預金の払戻による収入 425,000 475,000

有価証券の償還による収入 － 300,000

有形固定資産の取得による支出 △168,223 △190,589

無形固定資産の取得による支出 △263,630 △264,790

投資有価証券の取得による支出 △630 △680

投資有価証券の売却による収入 － 17,550

投資有価証券の償還による収入 100,000 －

関係会社株式の取得による支出 △45,811 －

その他 21,199 △20,469

投資活動によるキャッシュ・フロー △707,096 141,008

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △310,360 △430

社債の償還による支出 △110,000 △110,000

配当金の支払額 △824,963 △708,464

少数株主への配当金の支払額 △33,748 △31,721

その他 △3,729 △2,041

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,282,801 △852,657

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 34,380 1,366,065

現金及び現金同等物の期首残高 11,250,614 12,840,833

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  11,284,994 ※  14,206,898
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（税金費用の計算）  

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

  

【会計方針の変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

  配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

 配当金支払額 

  

  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 

至  平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 

至  平成24年12月31日） 

現金及び預金 千円 12,059,994 千円 14,681,910

預入期間が３か月を超える定期預金  〃  △775,000  〃  △475,012

現金及び現金同等物  〃  11,284,994  〃  14,206,898

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  475,509  20 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

平成23年11月７日 

取締役会 
普通株式  356,630  15 平成23年９月30日 平成23年11月28日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  356,630  15 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 

平成24年11月５日 

取締役会 
普通株式  356,630  15 平成24年９月30日 平成24年11月27日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額に重要なものはありません。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額に重要なものはありません。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

   
報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

  
四半期連結損益
計算書計上額 

（注）２ 情報サービス 人材サービス 計 

売上高          

外部顧客への売上高  38,124,748  3,463,758  41,588,506  －  41,588,506

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 2,909  67,413  70,323  △70,323  －

計  38,127,657  3,531,172  41,658,829  △70,323  41,588,506

セグメント利益  1,603,454  61,641  1,665,096  2,346  1,667,443

   
報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

  
四半期連結損益
計算書計上額 

（注）２ 情報サービス 人材サービス 計 

売上高          

外部顧客への売上高  40,871,670  3,273,047  44,144,718  －  44,144,718

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 3,820  89,667  93,487  △93,487  －

計  40,875,491  3,362,715  44,238,206  △93,487  44,144,718

セグメント利益  2,580,670  23,007  2,603,678  373  2,604,051
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

また、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

平成24年11月５日開催の取締役会において、第41期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 中間配当金総額                      千円  

 １株当たりの額                          円 

 支払請求権の効力発生日および支払開始日       平成24年11月27日            

（注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行いました。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 

至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 24 92 円 銭 61 22

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  592,578  1,455,610

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  592,578  1,455,610

普通株式の期中平均株式数（株）  23,775,382  23,775,362

（重要な後発事象）

２【その他】

356,630

15
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＤＴ

Ｓの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＤＴＳ及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年２月13日 

株式会社ＤＴＳ 

  

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 奈尾 光浩  ㊞ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 東葭  新  ㊞ 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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